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届 出 年 月 日

（フリガナ）

氏 名 又 は
名 称 及 び
代 表 者 氏 名

※　個人の方は個人番号の記載は不要です。

　年  　 月  　 日 番 号 確 認

法 人 番 号

（電話番号　　　　－　　　　－　　　　）

　法人（人格のない社団等を除く。）にあっては、本店又は主たる事務所の
所在地

※　変更後の内容については、国税庁ホームページで公表されます。
　　なお、常用漢字等を使用して公表しますので、届出書に記載した文字と公表される文字とが異なる場合があります。

令和　　　　年　　　　月　　　　日

□

□

　氏名又は名称

変 更 後

□□□適格請求書発行事業者登録簿の登載事項変更届出書□□

□

登 録 番 号

（〒　　　－　　　　）

第２－(1)号様式

収受印

届

出

者

（ フ リ ガ ナ ）
令和　　年　　月　　日

納 税 地

 　　　　 税務署長殿
Ｔ

こ
の
届
出
書
は

令
和
三
年
十
月
一
日
か
ら
令
和
五
年
九
月
三
十
日
ま
で
の
間
に
提
出
す
る
場
合
に
使
用
し
ま
す

　国外事業者にあっては、国内において行う資産の譲渡等に係る事務所、事
業所その他これらに準ずるものの所在地
　※　当該事務所等を国内に有しないこととなる場合は、次葉も提出してください。

　年 　 月 　 日 

税 理 士 署 名

参 考 事 項

       ２　税務署処理欄は、記載しないでください。

※
税
務
署
処
理
欄

 注意　１　記載要領等に留意の上、記載してください。

変 更 前

下記のとおり、適格請求書発行事業者登録簿に登載された事項に変更があったので、所得税法等の一部を
改正する法律（平成28年法律第15号）第５条の規定による改正後の消費税法第57条の２第８項の規定により
届出します。□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

※ 当該申請書は、所得税法等の一部を改正する法律（平成28年法律第15号）附則第44条第２項の規定に
より令和５年９月30日以前に提出するものです。□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

変 更 年 月 日

変 更 事 項

□

入 力 処 理

（フリガナ）

変

更

の

内

容

部 門 番 号

（電話番号　　　　－　　　　－　　　　）

（ フ リ ガ ナ ）

整 理 番 号

インボイス制度



適格請求書発行事業者登録簿の登載事項変更届出書 02_21/06/28

□ はい □ いいえ

□ はい □ いいえ

□ はい □ いいえ

（フリガナ）

（フリガナ）

氏 名 等

（電話番号　 　－　 　－　 　）

第２－(1)号様式次葉

□適格請求書発行事業者登録簿の登載事項変更届出書（次葉）
□

※ 本届出書（次葉）は、特定国外事業者以外の国外事業者が国内において行う資産の譲渡等に係る事
務所、事業所その他これらに準ずるものを国内に有しないこととなった場合に、適格請求書発行事業
者登録簿の登載事項変更届出書とともに提出してください。

ここ
のの
届届
出出
書書
はは

、、
令令
和和
三三
年年
十十
月月
一一
日日
かか
らら
令令
和和
五五
年年
九九
月月
三三
十十
日日
まま
でで
のの
間間
にに
提提
出出
すす
るる
場場
合合
にに
使使
用用
しし
まま
すす

。。

税

務

代

理

人

事務所の
所 在 地

　引き続き、適格請求書発行事業者として事業を継続します。

　（「はい」の場合は、以下の質問にも答えて下さい。）

　消費税に関する税務代理の権限を有する税務代理人がいます。

　（「はい」の場合は、次の「税務代理人」欄を記載してください。）

　納税管理人を定めています。　

　「はい」の場合は、消費税納税管理人届出書の提出日を記載してください。

　消費税納税管理人届出書　（提出日：　 　年　 　月　 　日）

　現在、国税の滞納はありません。

参

考

事

項

□ はい □ いいえ

氏名又は名称

（〒　 　－　 　）

特

定

国

外

事

業

者

に

係

る

確

認

事

項



「適格請求書発行事業者登録簿の登載事項変更届出書」記載要領等 
 
１ 提出すべき場合 

この届出書は、適格請求書発行事業者が適格請求書発行事業者登録簿に登載された事項に変更があったときに、納税

地を所轄する税務署長に提出するものです（所得税法等の一部を改正する法律（平成28年法律第15号）第５条の規定に

よる改正後の消費税法57の２⑧及び所得税法等の一部を改正する法律（平成28年法律第15号）附則44②）。 

 ※ 法人が名称並びに本店又は主たる事務所の所在地を変更したことにより、その旨を記載した異動届出書を提出し

た場合には、この届出書の提出は不要です。 

 

２ 提出時期等 

この届出書は、適格請求書発行事業者登録簿に登載された事項に変更が生じた場合に、速やかに提出してください。 

 

３ 記載要領 

⑴ 国外事業者の場合、「氏名又は名称及び代表者氏名」欄は、日本語（カナ）及び英語（ローマ字）で記載します。 

⑵ 「法人番号」欄には、法人番号を記載します。 

⑶ 「登録番号」欄は、登録を受けた番号を記載します。 

なお、「法人番号」と「登録番号」のＴ以下の13桁が同一の場合は、登録番号は記載しなくても差し支えありませ

ん。 

⑷ 「変更年月日」欄は、適格請求書発行事業者登録簿に登載された事項に変更があった年月日を記載します。 

⑸ 「変更事項」欄は、該当する□にレ印を付します。 

⑹ 「変更前」欄及び「変更後」欄は、変更事項を記載します。 

  なお、国外事業者が国内において行う資産の譲渡等に係る事務所、事業所その他これらに準ずるものについて、国

内に有しないこととなった場合は「変更後」欄にその旨を記載し、国内に有することとなった場合は「変更後」欄に

その所在地を記載してください。 

⑺ 特定国外事業者以外の国外事業者が、国内において行う資産の譲渡等に係る事務所、事業所その他これらに準ずる

ものを国内に有しないこととなった場合は、次葉を併せて提出してください。 

⑻ 「参考事項」欄には、その他参考となる事項等がある場合に記載します。 

⑼ 記載内容等についてご不明な場合は、最寄りの税務署にお問い合わせください。 

 

４ 公表事項について 

この届出書に記載した変更事項は、国税庁ホームページに公表されます。 

 なお、常用漢字等を使用して公表しますので、届出書に記載した文字と公表される文字とが異なる場合があります。 

 

５ 添付資料 

国外事業者の場合、変更内容が確認できる資料を添付してください。また、変更内容が確認できる資料が日本語以外

で表記されている場合は、和訳したものの添付をお願いします。 

例）定款の写し、自国における登記簿謄本等、会社案内、会社のホームページ等 
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